
合併市町村の過去の状況等 平成18年４月１日現在

１　合併協議会事務局の概要
合併協議会の名称

構成市町村名

協議会の開催状況

合併の方式

合併の期日

市町村の名称

事務所の位置

財産の取扱い

議員定数・任
期

農業委員会委
員定数・任期

地方税の取扱
い

事務組織・機
構

町名・字名の
取扱い

合併協議会支援交付金等

合併重点支援地域の指定

県職員の参画状況

国の財政支援措置 単位：億円 合併手続き
166.1 年　月　日

157.8 平成14年3月7日 市町村建設計画協議

110.5 平成14年4月5日 市町村建設計画協議回答

11.5 平成14年4月10日 市町村建設計画決定

10.9 平成14年4月10日

7.6 平成14年5月30日

5.6 平成14年6月26日

4.3 平成14年7月3日

3.0 平成14年7月16日

福岡県の財政支援措置 単位：億円 平成14年8月8日

1.2 平成14年9月20日

1.4 平成14年10月11日

1.5 平成14年10月11日 県知事決定処分

平成14年12月4日 総務大臣告示

２市町の所有する財産（公有財産、物品及び債権並びに基金）については、全て新市に引き継ぐものとする。

設置されていた小委員会名

平成12年４月から平成15年3月までの間に26回の合併協議会が開催された。

①新市建設計画策定委員会、②行財政小委員会、③生活環境小委員会、④健康福祉小委員会、⑤都市産業小委
員会、⑥教育文化小委員会、⑦新市名称選定小委員会

合併協議会における合併の
可否の決定

合併調印式

市町村議会 終議決

市町村建設計画の概要
（計画期間、将来ビジョ
ン、主要プロジェクト、
県事業等）

合併特例債

     起債充当額（標準基金規模の95％）

     普通交付税算入額（起債充当額の70％）

平成13年1月29日指定

３　県・国の主な支援策・手続

財政計画:平成15～24年度
新市建設の基本方針:ひとにやさしい地域の輪が広がるまち
重点プロジェクト:
　ひとづくり推進事業
　コミュニティ推進事業
　釣川グリーンネット事業
県事業:新市の一体性を高めるための県道整備事業

     起債充当額（標準全体事業費の95％）

特別交付税措置

     普通交付税算入額（起債充当額の70％）

合併市町村振興基金の標準基金規模

合併直後の
臨時的経費
に対する財
政措置等 合併市町村補助金

普通交付税措置（合併補正）

福岡県市町村合併推進特例交付金
平成16年度

平成17年度

市制施行協議（県→国）

新市の組織・機構は、計画的な定員管理を行いつつ、「新市における組織・機構の整備方針」に基づき、段階
的に整備するものとする。

２市町の町又は字の名称については、「大字」を削除した名称に変更する。また、２市町の町又は字の区域
は、従前のとおりとする。

・議員の任期については、在任特例を適用し、合併後１年７月間、引き続き新市の議会議員として在任する。
・在任特例適用後の議会議員の定数については、２２人とする。ただし、在任特例適用後 初の選挙に限り、
定数は２４人とする。

農業委員会委員の任期については、新市に1つの農業委員会を置き、両市町の農業委員会の選挙で選任された
委員であった者は、在任特例を適用し、合併後１年間引き続き新市の農業委員会の委員として在任する。
定数については、農地、農家戸数の状況を鑑み十分検討し、新市において決定する。

両市町で差異のある税制については、次のとおり取扱うものとする。
・個人市民税は、標準税率を採用する。ただし、個人均等割については、合併する日が属する年度は現行税率
を採用し、不均一課税とする。
・法人市民税法人税割は、宗像市の例による。ただし、合併後３年間は現行の税率を採用し、不均一課税とす
る。
・固定資産税土地評価方式及び宅地比準の評価割合については、宗像市の例により調整する。ただし、合併
後、次の評価替えまでは、現行のとおりとする。
・特別土地保有税免税点については、宗像市の例により調整する。
・都市計画税については、都市計画区域の設定に応じて、宗像市の例により調整する。
・入湯税については、標準税率を採用する。
・前納報奨金については、宗像市の例により調整する。

廃置分合申請

平成12年度、本合併協議会に対して合併協議会支援交付金を交付

手続内容等

合併協議会委員として地方課長（Ｈ14～合併支援室長）、地域政策課長を派遣

平成12年4月17日

宗像市、玄海町 廃止年月日 平成15年3月31日

設置年月日宗像市・玄海町合併協議会

標準全体事業費（起債上限額）

新設合併

平成15年4月1日

平10.10 　宗像市・玄海町合併研究会を設置し、アンケート調査などを実施。
平12.2 　１市１町の住民が宗像市及び玄海町を同一請求関係市町村とする合併協議会の設置を本請求。
平12.4　 １市１町の各議会で合併協議会設置議案を可決。

２　合併協議会の協議状況

合併協議会設置までの経
過

宗像市

主な合併協
定項目（市
町村議会の
議決事項及
び合併市町
村の条例事
項）の協議
状況

宗像市役所を新市の事務所とする。玄海町役場は２年間支所として存続する。

協議回答（国→県）

県議会に議案提案

県議会議決

平成14年度（合併前事業）

平成15年度　



４　合併市町村に関するデータ

５　合併関係市町村等に関するデータ
（１）人口・面積等

 住基人口

平2.10.1 平7.10.1 平12.10.1 平15.3.31

宗像市 68,265 76,936 81,588 82,564 16.1 76.82 402206 II-5
玄海町 8,949 9,085 9,559 9,963 22.4 34.68 403644 III-2

計 77,214 86,021 91,147 92,527 16.8 111.50

（２）産業別就業人口（平成12年国勢調査）

（人） 率（%） （人） 率（%） （人） 率（%）

宗像市 1,029 2.9 7,991 22.3 26,467 73.9 35,813
玄海町 877 19.6 885 19.8 2,707 60.5 4,475

計 1,906 4.7 8,876 22.0 29,174 72.4 40,288

（３）市町村長、議員の任期等
市町村長

任期 任期 定数 普通会計 公営事業会計 計

宗像市 平16.5.28 平16.4.29 22 323 50 373
玄海町 平15.4.30 平15.4.30 16 89 15 104

38 412 65 477

（４）財政指標

標準財政規
模

平14決算

経常収支比
率平14決算

公債費負担
比率平14決

算

起債制限
比率(3か
年平均)

土地開発
公社土地
保有高平
14決算

（百万円） （%） （%） （%） （百万円）
宗像市 14,850 87.8 0.59 15.7 7.0 7,763 1,538 3,303 100.4
玄海町 2,645 82.7 0.34 8.9 6.6 1,347 705 0 96.7

（５）主な広域行政等
旧市町村名 ごみ処理 不燃ごみ処理 し尿処理 火葬場 消防・救急 広域計画等 退職手当 競艇 上水道

宗像市

玄海町

◎：合併した場合に解散する一部事務組合等

　　　主な広域行政等つづき

旧市町村名
公平委員会

自治会館の管
理運営

公務災害補
償

急患センター

宗像市 （市単独）

宗像市・福間
町介護認定審
査会（機関の
共同設置

宗像地区事
務組合公平
委員会

玄海町
福岡県介護保
険広域連合

（町単独）

◎：合併した場合に解散する一部事務組合等

（６）公営企業の設置状況
旧市町村名 上水道 公共下水道 特環下水道 交通 漁業集落排水

宗像市 ○ ○

玄海町 ○ ○ ○ ○

（７）地域指定等

旧市町村名
都市計画区域

農村地域工業
等導入地区

工業再配置
誘導地域

農業振興地域 辺地地域
産炭激変緩
和措置対象
地域

就職活動援助地
域

高度技能活
用雇用安定
地域

国定公園

宗像市 市街化区域 農工制度対象 誘 導 ○ ○ ○

玄海町 農工計画策定済 誘 導 ○ ○ 指定 ○ ○

◎宗像・玄海
衛生施設組合
→合併日の前
日をもって解
散済

宗像清掃施
設組合

宗像・玄海衛
生施設組合→
合併日の前日
をもって解散

介護保険

古賀市他一市
四町じん芥処
理組合

財政力指数
（平12～

14）

宗像自治振興
組合

旧市町村名 （百万円）

計

旧市町村名

国 勢 調 査 人 口

旧市町村名

市町村議会議員 職員数（平14.4.1）

Ｈ１２国調
高齢化率
（%）

総面積（平
成14.10.1）
ｋｍ2

新市職務執行者 木村 久生（前玄海町長）　　任期：平15.4.1～平15.4.25

旧市町村名

第１次産業 第２次産業 第３次産業

宗像地区消
防組合

福岡都市圏
広域行政推
進協議会

福岡県市町
村消防団員
等公務災害
補償組合

宗像自治振
興組合

新市市長 原田 慎太郎（前宗像市長）　任期：平15.4.27～平19.4.26

福岡県市町村職
員手当組合

福岡都市圏
競艇等事業
組合

宗像地区水
道企業団・
福岡地区水
道企業団

計

市町村
コード

積立金現在高
平14決算

財調等　特定目的

ラスパイレ
ス指数
（平

14.4.1）

類  型



　　　地域指定等つづき

旧市町村名
離島振興対策
実施地域

特定農山村地
域

宗像市
玄海町 ○ 全 域

（８）広域圏構想等

旧市町村名
快適生活圏構
想

福岡県市町村
合併推進要綱

広域行政圏
保健医療計画
(二次医療圏)

高齢者福祉
計画

ゴミ処理広
域化計画

公共下水道
総合農協
（現行）

宗像市 単独公共

玄海町

６　県・国行政管轄区域等
（１）県の主な行政管轄区域等

（保健所機能） （福祉事務所機能）

宗像市 （市単独）

玄海町
宗像保健福祉
環境事務所

※保健福祉環境事務所内に保健所が設置されている。

（２）国の主な行政管轄区域等

宗像市
玄海町

香椎税務署

農林事務所

社会保険事務所 税務署

福間出張所 ０９４０ ４区

土木事務所

衆議院小選挙区

地域農業改
良普及セン
ター

市外局番

福岡東労働基
準監督署

福岡東公共
職業安定所

東福岡社会保
険事務所

旧市町村
名

法務局 労働基準監督署 公共職業安定所

旧市町村
名

警察署 県税事務所 家畜保健衛生所
保健福祉環境事務所

福岡大都市
周辺地域広
域行政圏内

宗像地区保健
医療圏内

合併パターン
Ａ内

宗像地区保
健福祉圏域
内

宗像市
（１）
宗像郡
（１）

宗像・粕屋
ゾーンの一部

福岡農林事
務所

北筑前地域
農業改良普
及センター

中央家畜保健衛
生所

宗像土木事
務所

宗像警察署
東福岡県税事
務所

※宗像保健
所

県議会選挙
区（定数）

宗像
古賀・宗像
ブロック内


